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概要書	

	

	 近年、日本ではスポーツへの注目度が高まっている。世界的なスポーツの大会であ

るラグビーワールドカップが 2019 年、オリンピック・パラリンピックが 2020 年、2021

年には中高年のためのスポーツの世界大会であるワールドマスターズゲームズが日本

で開催される。さらに、プロバスケットリーグの B リーグやプロ卓球リーグの T リー

グも日本に作られた。この様にスポーツに関心が集まり、文部科学省が「スポーツ立

国戦略」と掲げ、スポーツの価値を再認識し、スポーツの力で日本を強くしていきた

いと考えている。また、「スポーツ立国戦略」に付随して、スポーツ産業の経済規模を

現在の 5.5	兆円	(2015	年)から約 3 倍の 15	兆円(2025	年)にすると発表した。今後、

日本のスポーツ産業を拡大し、この目標を達成するためには、スポーツ産業の経営を

安定させる必要がある。文部科学省はスポーツを「みるスポーツ」「するスポーツ」「支

えるスポーツ」の 3 つに分けているが、その中で「みるスポーツ」である、プロスポ

ーツに着目してみると、日本では、日本野球機構通称プロ野球とプロサッカーリーグ

の J リーグが市場を占めている。この 2 つのプロスポーツの主な収入源は広告料、放

映権料、入場料であるが、スポーツのコアコンテンツである試合で観客者を惹きつけ、

ファンの基盤を作り安定した経営を行うことが良いと考えられる。ファン層が厚くな

ることで、スポンサー企業も広告効果があると考え投資を行い、テレビ局も視聴率が

上がると考え放映枠を買うからである。したがって、スタジアムや球場に人を呼び込

むための要因を考えることが重要である。	

	 今までの研究で、プロスポーツの観客動員数に影響を与える要因について研究が行

われてきた。観戦行動につながる要因の中で、戦力均衡要因、スター選手要因、ロケ

ーション要因の 3 要因について、議論されてきた。まず、戦力均衡要因とは、対峙す

るチームの戦力レベルに着目した要因である。チームの戦力レベルが近いほどどちら

のチームが勝利するかわからず、不確実性が高い目が離せない面白い試合になると主

張する論からこの概念は始まった。その後、戦力均衡の尺度に関する研究や、どの程

度の戦力均衡度合いが観客の興味を惹くのか研究が進められてきた。しかし、この要

因は長い間議論されている概念で未だに結論は出ておらず、種目やリーグによっても

良い戦力均衡レベルが異なる。次のスター選手要因は、スター選手がいることで、ス
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ター選手のプレイを見たいと思い観客者数が増えるのか、という点に着目した研究で

ある。この研究でも、スター選手の定義が国や種目によっても異なるため、統一され

たスター選手の定義がない。また、日本のプロスポーツにおけるスター選手の研究は

少ない。最後にロケーション要因である。クラブの本拠地をどこにおくか、という点

に着目した研究で、本拠地の場所によって潜在的なファンの数が決まると考えられる

ため重要な点である。人口が少ない場所に本拠地をおくと、都市と比較して潜在的な

ファンの数が少なくなると推定されてきた。また、他クラブの本拠地が近いと、ファ

ンを共有することになり、ファンの奪い合いで観客者数が減少してしまうことが先行

研究の結果からわかった。実際の現場でも、プロ野球ではフランチャイズ契約をリー

グとクラブが行っている。1 チーム 1 都道府県を保護地域として、保護地域内での野球

イベント開催権利とその利益を得られる権利を排他的にチームに付与している。した

がって、プロスポーツの本拠地は試合観客者数への影響が大きく、どの場所が本拠地

に適するのかを分析する必要がある。	

	 今までの研究では、同じリーグ内の近隣の他クラブが観客者数に与える影響につい

ての研究は行われてきたが、他の種目のプロスポーツの本拠地が近いクラブが与える

影響についてはほとんど研究されていない。過去に日本の修士論文での研究は行われ

たが、プロ野球チームが J リーグクラブに与える影響のみで分析対象となるリーグが

不足している。さらに試合日の重複という変数のみで、どのような要因で他の種目の

プロスポーツクラブに観客者数が奪われているのかは明らかになっていない。したが

って、本研究ではプロ野球と J リーグの双方向のクラブで互いに観客者数に与える影

響を分析し、さらに変数を追加して研究を行った。	

	 SPSS という分析ソフトを使い、J リーグの観客者数にプロ野球が与える影響、プロ

野球がJリーグの観客者数に与える影響をそれぞれ重回帰分析という手法で分析した。

分析の結果、本拠地が近い他リーグのクラブにスター選手が多いと、他のクラブに観

客者を奪われることがわかった。	

	 この研究の貢献点は学術的貢献点、実務的貢献点の 2 点である。まず学術的貢献点

は、今まで行われてきた観客動員数の研究に新しい要因を追加したことである。アメ

リカのロケーション研究と比較して、日本では研究されていなかった分野であるため、

この分野を発展することができた。実務的貢献点としては、リーグやクラブ運営を行

う人に対する示唆を与えられた。今までクラブの本拠地を決める際に他のリーグクラ

ブが与える影響についてはほとんど注目されてこなかった。しかし、代替される娯楽
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として観客動員を考える上で必要不可欠な要因である。T リーグや B リーグなどのプロ

スポーツリーグが増えている中で、他の種目のプロスポーツからの影響があることを

実証した。	
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第１章	 研究背景	

	

第 1 節	 問題の所存	

	 「スポーツ施設の魅力・収益性の向上、スポーツ経営人材の育成、スポーツと他産

業との融合・拡大など，スポーツを我が国の成長産業へと転換していくための取組を

推進していきます。」	

	 文部科学省は、「スポーツ立国戦略」を掲げ、以上の様に述べている。スポーツ立

国戦略（2010）によると、スポーツは私たち人間の心身の健全な発達を促進する。ス

ポーツによって爽快感や達成感、他者との関わりを生み出され、人生をより充実した

ものにする。スポーツに関わる時間は、成熟社会によって個人化が進み、孤独や不安

を感じている日本人にとって、人との触れ合いの時間を持てる貴重な時間である。こ

の様にスポーツの重要性を示唆していおり、文部科学省は、スポーツを「する」、「み

る」、「支える」の 3 点の視点から捉え、スポーツ文化の確立が重要だと述べている。	

	 本研究では、「みるスポーツ」、特にプロスポーツに焦点を当てて研究していく。2016

年に日本経済再生本部が発表した「日本再興戦略	2016」では、「官民戦略プロジェク

ト 10」の 1 つに「スポーツの成長産業化」が明記され、経済規模を現在の 5.5	兆円（2015	

年）から約 3 倍の 15	兆円（2025	年）にすると発表した。スポーツの産業化をはかり、

ビジネス化していくことが重要で、そのために食事や観光、ファッションなどとの他

産業との融合による新しいスポーツビジネスの創出、民間企業との連携によるスポー

ツ経営人材の育成や活用プラットフォームの構築を行い、スポーツコンテンツの経営

力強化を図る必要があると述べた。	

	 しかし、現状の国内のプロスポーツ産業の将来を考えた際、現状のままのビジネス

形態で経営を行うとこの目標を達成することは厳しい。日本政策投資銀行(2018)によ

ると、2015 年度の国内のスポーツ産業の市場規模は 2015 年度で 5.5	兆円である。2002

年度のスポーツ市場規模は約 7 兆円であったため、10 年間で縮小傾向にある。さらに

スポーツビジネスの大きな収入源の 1 つである、一般企業からのスポンサーシップ額

について見てみる。プレミアリーグの企業からのスポンサーシップ額は 2016 年で約

2,000 億円に対し、J リーグは 1/4 の約 500 億円である。他国と比較してスポンサーシ

ップの額が少ないのは、国内の一般企業がプロスポーツをビジネスのパートナーとし
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て捉えられておらず、スポンサーをすることで得られる価値を理解できていないと考

えられる。そして日本では、スポーツが文化や体育の様な教育として捉えられること

が多く、ビジネスとして産業を持続していこうと考えられて来なかった。2015 年には

スポーツ庁が設置され、国を挙げてスポーツの振興に取り組んでいるが、国や自治体

だけで取り組んでいくのは難しい。	

	 以上を踏まえて現状の課題として、プロスポーツビジネスは業界の構造として安定

した経営を行えるビジネスモデルになっていないことが挙げられる。スポーツ庁が目

指す他産業との連携を行うためには、プロスポーツの持つリソースを見直して再認識

し、他産業にリソースを積極的に発信していくことが必要不可欠である。	

	 本研究では、プロスポーツのメインコンテンツである、スタジアムで行われる試合

に足を運ぶ人を増やすことに焦点を当てる。観客動員需要の研究を行う理由は、試合

の入場料はプロスポーツの収益の柱の１つであるためである。	

	 人気のプロスポーツリーグの一つに、イングランドのプロサッカーリーグであるプ

レミアリーグがある。プレミアリーグは、総収入額が約 24 億 7,900 万ユーロで、内訳

を見ると入場料が 6 億 4,9000 万ユーロ、放映権収入が 12 億 7,000 万ユーロ、広告料

収入が 5 億 6,000 万ユーロ(Deloitte,	2011)で、放映権料収入が収入で一番大きな収

入源である。日々の試合の積み重ねである入場料と比較すると放映権は一度に入る額

が多いため、放映権料に依存しがちである。ただ、放映権料に依存することで問題点

も多い。	

	 日本のプロ野球界を例にとると、以前セリーグでは、放映権料が球団の大きな収入

源であった。放映権は試合を開催するホームの球団に入る。TV で放映されるのは、人

気で視聴率が高い巨人戦が多かった。セリーグの他の球団は、巨人戦の際に得られる

放映権で潤っていた。しかし 2000 年以降プロ野球や巨人の人気が低下し、放映試合数

と視聴率は激減していった。1999 年に 129 試合、視聴率が 20.3％あったが、2011 年に

は 19 試合、9.5％にまで落ち込んだ(平田,	2012)。放映権料が減った結果、セリーグ

球団は自球団で経営していくことが難しくなり、親球団の赤字補填が必要になった。	

	 一方でパリーグではセリーグの様に人気球団がなく、もともと放映権に頼ることが

できなかった。そのため、パリーグ球団は球場での試合観戦の満足度を高め、入場料

収入をあげることに着手した。福岡ソフトバンクホークスは、本拠地球場を買収し、

自社で球場の運営を行なっている。もともと日本では、自前の球場を持っている球団
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は少なく、球場内の飲食やイベントを球団で決めることができず、それらの売り上げ

も球場を運営する会社が握っていた。そのため、球団は試合そのもの以外の消費者の

球場での体験をアップデートすることが出来ず、売り上げに結びつけられていなかっ

た。そこでソフトバンクホークスは、アメリカのメジャーリーグの様に野球をみるた

めだけの施設ではなく、子供も大人も楽しめる「ボールパーク」を作り、自前の球場

でイベントを企画・開催することで、球場に足を運ぶ楽しさを増やし、観客動員数を

伸ばした。また、他のパリーグ球団の楽天も球団を創る際、球場の場内のすべての営

業権を取得し、球団で飲食メニューを作成販売、球団独自のイベントを企画実行する

ことで、球場での体験を高めた。楽天は 2005 年創設されたが、2010 年の収入は 82 億

円に上る。楽天の収入源の内訳は、入場料 30％、TV 放映権料７％(地元視聴率は 16％)、

スポンサー収入 30％、グッズ類の物販 10％、飲食 15％である。その後セリーグの広広

島東洋カープや横浜 DeNA ベイスターズがスタジアムを新しくして、球場体験の満足度

を高めたことにより、観客動員数の増加や球団自体の人気をあげた。	

	 以上から、消費者が試合を見たいと思える様な環境づくりが経営の安定化の鍵であ

る。試合を見に行ったり興味を持ってくれる人が増えれば、企業もプロスポーツに価

値があると考え、スポンサーとなってくれる。さらに観客動員数が増えれば、TV やオ

ンラインでの視聴数も見込まれるので、放映される試合数や放映権も上がるだろう。	

	 試合のコンテンツと同様に、クラブの本拠地をどこにおくか、という点は大きな論

点である。なぜならば、本拠地の場所によって潜在的なファンの数が決まると考えら

れるからである。また、クラブ同士の本拠地が近いとファンを奪い合ってしまうと考

えられている為、プロ野球の各チームは、プロ野球のセリーグ、パリーグを取り仕切

っている日本野球機構とフランチャイズ契約をしており、その契約によって利益が保

護されている。各チームは都道府県単位で保護地域をもち、保護地域内の専用競技場

で排他的に公式戦ホームゲームの半数以上の試合を開催できる。そしてそのチケット

収入をホームチームが全て得られる。一方 J リーグは、クラブの本拠地をホームタウ

ンと呼んでいる。Ｊリーグ規約には、	

	

	 Ｊクラブはホームタウンと定めた地域で、その地域社会と一体となったクラブ

づくりを行いながらサッカーの普及、振興に努めなければならないことが記されて

います。つまり、ホームタウンとは、「本拠地占有権」、「興行権」の意味合いの強
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い「フランチャイズ」とは異なり、「Ｊクラブと地域社会が一体となって実現する、

スポーツが生活に溶け込み、人々が心身の健康と生活の楽しみを享受することがで

きる町」を意味しているのです。	

	

とある。J クラブは、開催される試合のうち 80%以上をホームタウンのスタジアムで

行う様に取り決められている。地域密着をうたう J リーグでは、プロ野球のフランチ

ャイズ契約とは意味合いは異なるが、ホームタウンで開かれる試合の入場料は興行す

るチームの収入になる。したがって、ホームタウンでのファンの獲得はクラブ運営を

行う上でも重要である。	

	 さらに、同じリーグのクラブだけではなく、他の種目のプロスポーツとの関係性も

考えていく必要がある。博報堂が行なったライフスタイル・イノベーション調査(2007)

によると、J リーグのチームサポーターの 90%の人が地元のプロ野球ファンであること

がわかった。ゆえに、他のリーグの本拠地が同じプロスポーツの存在は切っても切り

離せない。2016 年に B リーグ、2018 年に T リーグが設立され、J リーグのクラブも毎

年増えている現状があり、プロスポーツのリーグやクラブが新設されている。現在 J

リーグは 57、B リーグは 46 だが、これらの 3 つのリーグは地域密着型のリーグ運営を

していく上で、今後もチーム数は増えていくと考えられる。ホームタウンが重複する

他リーグのプロスポーツとの関係性を明らかにすることは、クラブ運営において必要

である。	

	

第 2 節	 研究意義と目的	

	 プロスポーツビジネスにおいて観客動員数に影響を与える要因に関する研究が今

までなされてきた。Borland(2003)は、代替となる娯楽は観客需要に影響を与える変数

として考えなければいけないと述べている。しかしプロスポーツ観戦の代替となる娯

楽に関する研究は乏しい。今までの研究では、同じリーグ内で本拠地が近いクラブに

よる代替効果の研究がアメリカのプロスポーツをメインに行われてきた。

Borland(2003)は同じリーグ内のスポーツだけでなく、他の種目のプロスポーツクラブ

による代替もあると述べている。しかし、本拠地が近い他のプロスポーツクラブによ

る観客動員数への影響に関する研究はほとんどない。過去の修士論文で検証が行われ
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ているが、変数として少なく、不十分である。したがって、本研究では本拠地が近い

他のプロスポーツクラブによる観客動員数への影響について研究を行う。	

	 本研究の流れとして、最初に観客動員数に関する研究についてレビューを行う。次

に変数やデータの選定、分析方法のリサーチデザインについて述べる。その後 SPSS に

よる分析結果、結果の考察を行う。	

	 本研究における学術的貢献として、本拠地が同じ他の種目のプロスポーツリーグが

観客動員数に与える影響を明らかにする。プロスポーツビジネスの研究として、これ

まで観客動員数に影響を与える要因について論じられてきたが、新たな変数の追加の

検討を行う。実務への貢献点は、プロスポーツの本拠地の場所を決定する際の示唆や

試合日程の検討を行うための示唆になる。前節で述べた様に親企業に頼るのではなく、

クラブやリーグ自体が利益をあげるような仕組みを作るための一歩になれば幸いであ

る。	
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第 2 章	 先行研究	

	

第 1 節	観客動員に関する研究の概要	

	 プロスポーツの観客動員数を増加させる要因の研究は、スポーツ消費者行動論とス

ポーツ経済学の 2 つの潮流に分かれる。	

	 スポーツ消費者行動論とは、吉田(2011)は「企業が消費者に直接的に提供する最終

消費財のスポーツプロダクトに対して、スポーツ消費者が何を求め、どの様に評価し、

どの様な感情を伴って消費し、その結果どの様な行動をとるかという疑問に関して科

学的検証を重ねる研究」(p6)だと述べている。スポーツ消費者行動論はマーケティン

グ研究の一つで、消費者がスポーツ観戦をどの様に評価し、何に興味や関心を持って

いるのか、感情や心理的側面に着目する研究である。分析方法は、観客に対してアン

ケート調査やインタビュー調査を行い、従属変数は観客の再観戦意図や満足度におく

ことが多い。	

	 一方スポーツ経済学は、観客の心理面ではなく対戦するチームの戦力バランスやス

ター選手の人数などのデータから観客需要を予想されてきた。分析方法として、2 次デ

ータを利用し従属変数は観客動員数におくことが多い。	

	 今回は後者のスポーツ経済学に焦点を当て研究する。Neale(1964)は、「1 シーズン

のゲームは、奇妙な混合物(peculiar	mixture)である。それは分割できる部分からで

きていて、各部分は別々に販売できる。しかし分割可能でありながら、結合的で複合

的な生産物である」(p3)と述べている。1 シーズンを分割すると 1 試合ごとの試合にな

り、1 試合でもスポーツファンが面白いと思うのは、1 シーズンに再結合した際にチー

ムの順位が気になるからである。また、順位はリーグ全てのチームとの関係性で成立

している。したがって、リーグをクラブという複数の会社を持つ独占企業と捉え、ま

た、いくつかのクラブの利益が減少したとしてもリーグ全体の利益を最優先し利潤最

大化を図るものだと考える経済学者が多い。しかし明示していない研究も多い。本研

究では、1 チームではなくリーグ全体の観客動員数に視点を当てた研究として考えてい

く。	
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	 Borland	and	Macdonald	(2003)は、観戦需要に影響を与える 5 つの要因として以下

の要因をあげている。	

	

表 1：Borland	and	Macdonald	(2003)の観戦需要の要因	

	

(筆者作成)	

	

	 この章では、観客動員数に影響を与える変数として過去の研究を紹介していく。

Borland	and	Macdonald	(2003)が述べた、大会特性要因である試合の不確実性(戦力均

衡)、消費者の嗜好要因のスター選手、経済要因である、ロケーションを含めた他のス

ポーツについてレビューする。	

	

第 2 節	 戦力均衡に関する研究	

	 Rottenberg(1956)は、経済学の観点から、現在も議論されるプロスポーツの戦力バ

ランスに関する 2 点の仮説を提示した。	

	 1 点目が、リーグがルールや制限によってクラブの戦力差を変更することはできな

いという仮説である。この仮説に基づくと、現在プロスポーツリーグには様々なルー

ルがあるが、それらのルールは戦力均衡に影響を与えないことになる。例えば、アメ

リカのプロホッケーリーグ NHL やプロサッカーリーグ MLS など多くのスポーツでサラ

リーキャップというルールがある。これは、クラブが勝利を追い求めるあまり選手の

人件費に投資しすぎてクラブの財政を悪化させないために、選手の人件費に書けられ

る金額を制限するルールである。サラリーキャップによって、一部の金満なチームが

強い選手を集めることがなくなり、選手の配分が均等になると考えられる。しかし
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ElHodiri	and	Quirk	(1971)、	Fort	and	Quirk	(1995)、Vrooman	(1995)らの研究の結

果からは、ルールによる戦力バランスへの影響はないと述べられている。	

	 一方でこの仮説を支持しない研究もある。Szymanski	and	Kesenne	(2004)は、レベ

ニューシェアリングという収益分配ルールが、リーグの戦力バランスを下げることを

主張した。アメリカのプロフットサルリーグ NFL では、クラブ間の収益格差がなくな

る様に、テレビ放映権料、入場料収入、グッズ収入、スポンサー収入をリーグ全体で

管理しており、1 クラブあたりの収入の約 6 割が分配金によるものである。Szymanski	

and	Kesenne	(2004)は、レベニューシェアリングによってクラブに振り分けられた金

は、クラブのオーナーのクラブ運営の目的によって使い方が変わってくるため、戦力

バランスの均衡に逆に悪影響を与えると述べている。勝利を重視するオーナーは分配

された金を人件費に費やし、一方で経営を重視するオーナーは人件費に投資せずクラ

ブ内に留保するからである。	

	 以上の様に、リーグ内のルールが戦力バランスに与える影響の有無は議論が分かれ

ている。実務の観点からみると、レベニューシェアリングやサラリーキャップは、戦

力バランスの均等を図るためではなく、クラブの収入健全化を目的にしているルール

である。ヨーロッパのサッカーリーグでは、アメリカのプロスポーツリーグと比較し

てクラブ間の収入格差が大きく、人件費に費やしすぎて破綻するクラブも多い。その

様なクラブをなくすためのルールであるため、戦力均衡度合いにかかわらずヨーロッ

パのサッカーリーグも近年導入した。一方で、アメリカのプロ野球リーグである MLB

では、球団の戦力均衡を図るためのウェーバー制ドラフト会議を行っている。新人選

手を獲得するために球団が選手との交渉権を獲得する会議で、昨年度の成績下位球団

から選手との交渉権を獲得できる仕組みになっている。したがって、このドラフト会

議と戦力バランスの関係も検証するべきだと考えられる。	

	 2 点目の仮説は、リーグ内の戦力を均等にすることでどちらのチームが勝利するか

結果の読めない不確実性「Uncertainty	of	Outcome	Hypothesis(UOH)」の高い面白い

試合になり、人々を惹きつけるというものである。スポーツの試合は演劇やコンサー

トなどのエンターテイメントとは異なり、当日にならないとコンテンツがわからない

特殊な性質を持ったサービスであり、この性質がスポーツの持つ面白さである。

Rottenberg(1956)が提唱したこの仮説に対し、UOH が観客動員数にどの様に影響を与え

ているかを検証した研究が行われており、分析単位や分析方法の改善が行われてきた。	
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	 分析単位として、1 試合単位、シーズン単位、シーズンをまたがった分析単位の 3

点ある。	

	 まず、1 試合単位とは、1 試合あたりの勝ち負けに焦点をあてた分析単位である。

リーグの順位が近いチーム同士の試合は、リーグの順位が離れているチーム同士の試

合と比較して戦力が同等でどちらのチームが勝つか予想しにくく目が話せない試合に

なると考えられている。従属変数は 1 試合ごとの入場者数で、分析方法は対戦するチ

ームの順位差や得点差の絶対値が用いられている。Hart	et	al.(1975)は、イギリスの

プロサッカーリーグプレミアリーグの 1 試合あたりの戦力バランスと観客動員数の関

係を研究した。分析した結果、有意な結果は得られなかった。オーストラリアンルー

ルフットボールで調べた Borland	and	Lye	(1992)の結果では、戦力バランスが均衡し

ているほど、観客動員数にプラスの影響があった。	他にも 1 試合単位の研究には、

Whitney	(1988)	Borland	and	Lye	(1992)Wilson	and	Sim	(1995)、Jones	and	Ferguson	

(1988)Garcia	and	Rodrigues	(2002)、Meehan	et	al.	(2007)	などの研究がある。	

	 次に、1 シーズン単位である。スポーツファンはどのチームが 1 シーズンで優勝す

るのかに興味があると考え、検証された分析単位である。UOH の理論では、リーグを戦

うチームの優勝争いが 50%に近い、すなわちより多くのチームがシーズンの終盤まで優

勝争いに絡んでいる方が入場者数にプラスの影響を与えていると仮定している。この

分析の従属変数は 1 シーズンの入場者数で、戦力バランスの分析方法は、シーズンを

通したリーグの平均ゲーム差を計算したものなどが挙げられる。Baimbridge	et	

al.(1996)は 1993-1994 年シーズンのプレミアリーグで 1シーズン単位の研究を行った。

この研究では、各チームの戦力均衡度が上がると TV 視聴率が高くなることを明らかに

した。他にも Borland	and	Lye	(1992)、Dobson	and	Goddard	(1992)、Wilson	and	Sim	

(1995)、Jones	and	Ferguson	(1988)	らがシーズン単位で研究している。	

	 最後に、複数シーズンをまたがった試合の分析である。1 シーズンの結果だけでは

なく、過去何シーズンかの試合結果をスポーツファンは記憶しており、その結果から

見たい試合やチームを選ぶと考えた研究である。過去の優勝経験が多く、強いチーム

の試合を見たいのか、それとも優勝回数に差がなく均衡した試合に興味があるのか、

を検証する。従属変数は複数年に渡るリーグの入場者数になる。分析方法はリーグの

勝率の標準偏差、ジニ係数、ハーフィンダールハーシュマン(HHI)などである。Schmidt	

and	Berri(2001)はジニ係数で MLB の戦力バランスを調べたところ、1 シーズンの戦力
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バランスは有意差がなく、3-5 年の戦力バランスが均衡であるほど観客数が増えること

を明らかにした。Humphreys	(2002)も同じく 5 シーズンの結果で MLB を検証したとこ

ろ、均衡度が高いほど観客数が増えることがわかった。	

	 以上の様に、1 試合単位、1 シーズン単位、複数シーズン単位の 3 つの分析単位で

戦力バランスと観客動員数の関係が研究されてきた。現在も様々なスポーツや種目で

研究されており、スポーツ経済学の研究ではメインのトピックである。しかし、分析

指標の違いや戦力がどのくらい均衡・不均衡であることが望ましいか統一された見解

が未だにない。	

	

第 3 節	 スターに関する研究	

	 この節では、エンターテイメント全体でのスターに関する研究の潮流を説明し、そ

の後スポーツビジネスの分野でのスターに関する研究について述べていく。	

第 1 項	 スターに関する研究の潮流	

	 音楽業界や映画業界などのエンターテイメントの分野において、“superstar”,	

“stardom”,	“talent”という英語でスターに関する研究が行われてきた。最初にス

ターについて研究を行ったのは、Rosen(1981)である。現在、スターと呼ばれる人の要

因として、二つの対立する論がなされている。スターを、才能を持つ人と定義する研

究と、認知度が高い人と定義する研究に別れている。	

	 Rosen(1981)は、優れた才能をもち、パフォーマンスを行えるものがスターである

と定義した。アメリカのコメディアンやクラシック音楽のパフォーマーへのインタビ

ューや調査から、飛び抜けた才能のある一握りの人や優れた商品がマーケットを占拠

し、大きな収益を得ていると述べた。経済学のモデルを作成し、この現象をスター現

象と定義した。また、Marshall(1947)の言葉を引用し、高収入であるスターは、市場

規模に左右されると説明した。そして、パフォーマンスや技術力の高さが市場規模を

決定すると示唆した。その後 Rosen	(1981)の提唱に対し、MacDonald(1982)、MacDonald	

(1988)、Johnson(1978)、Jovanovic(1982)らが経済学のモデルでスターとマーケット

の関係について研究を行った。	

	 一方で Adler(1985)は、認知度がスターを作り上げる一番の要因だと述べている。

CD の売り上げを元に、必ずしもパフォーマンスが高い歌手がスターになれるとは限ら

ないとした。経済学の視点から、消費者は自分の好みの音楽を見つける際、アーティ
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ストや曲の情報収集にかかる検索にかかる時間や労力、すなわち探索コストを考慮す

る。その場合、パフォーマンスがトップクラスではなくても、探索コストが低い、一

般的な認知度が高いアーティストの曲を聴き、消費するようになる。さらに学習プロ

セスが働き、そのアーティストを知る他の消費者とそのアーティストについて話すこ

とで、スノーボール的に消費と認知が上がっていくと述べた。その後の Adler(2006)

の研究でも、より多くの人に知ってもらうためには、運やパフォーマンスの質を高め

るだけではなく、トークショーへの出演や雑誌、新聞などのメディアでの露出が重要

であると示唆した。	

	 その後、音楽や映画業界で各々の研究者による定義で、スターと売り上げの関係性

を明らかにする研究が行われている。近年では、スターによるコンテンツへの経済効

果に関する研究が行われている。Elberse(2007)は、オンライン上のマーケットシミュ

レーションソフトを用いて検証を行った。ソフトの中にある俳優名鑑、「スターボンド

マーケット」に掲載された俳優をスターと定義した。映画のキャストが発表された後、

映画の製作を行った会社の株価がどのように変動するかを約 1,200 のサンプルで分析

した結果、スター俳優の映画出演により 300 万ドルの株化の上昇が見込まれた。

Karniouchina(2011)は、映画業界においてスターが収入に影響を与えるのは、映画の

公開が始まった最初の週だと述べている。公開週の一週間前にスターの出演を SNS や

テレビなどで拡散し、話題にすることで、公開週の観客数にポジティブな影響がある。

声のハーモニーをパフォーマンス指標にした研究でも、ハーモニーの質が高いスター

ほど CD の収益が多かった(Halmen,	1991)。一方で、Ravid(1999)は、スターは映画の

財務的な成功に直接関係があるのではないことを示唆した。スターを、過去にオスカ

ーでベスト俳優賞またはベスト女優賞をとったことがある俳優、または、過去に年間

興行収入トップ 10 の映画に出演したことがある俳優と定義した。1990 年代の映画をサ

ンプルに分析した結果、予算が高い映画ほど、支出先にかかわらず高い収益を示すこ

とを明らかにした。また、映画を視聴した人からの批評の数が多いほど、スノーボウ

ル効果で収益は上がると述べている。	

	 以上のように、音楽や芸術は消費者の嗜好性やジャンルによってパフォーマンス指

標が異なるため、スターの定義やパフォーマンス指標を統一することが難しい。スタ

ーが与える影響も議論が分かれている。	
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第 2 項	 スポーツビジネスにおけるスター研究	

	 スポーツは音楽や映画などとは異なり、試合の結果などの定量的データが多く、選

手のパフォーマンスを測りやすいと考えられてきた。したがって、スポーツ分野にお

いてスター選手の研究は行われて来た。これまでのスポーツビジネスにおけるスター

選手の研究では、主に選手の給料や市場価値とスター選手の関係に注目した研究、観

客動員数や放映権などのクラブやリーグの収入とスター選手の関係に注目する研究の

２つの潮流がある。それぞれ国や種目ごとに研究がなされてきた。この項では、この

２つの研究を紹介していく。	

	 はじめに、給料や市場価値とスター選手の研究についてである。Franck	and	

Nuesch(2008)はドイツのプロサッカーリーグ、ブンデスリーガで検証を行った。ここ

では従属変数として、Transfermarkt というブンデスリーガの選手情報の統計データが

掲載されているサイトの市場価値をおいている。パフォーマンス指標の独立変数はゴ

ール数とアシスト数、人気指数の独立変数は個人ホームページの有無、Google サーチ

の検索数、新聞での掲載数である。分析の結果、ゴール数とアシスト数は市場価値に

プラスの影響を与えていることがわかった。また、Franck	and	Nuesch(2008)はサッカ

ー選手のパフォーマンスの指標は、アシストやゴールといった定量的に示せる指標だ

けではないと述べている。パス回しやボールの保持、ドリブル、アシスト前のサポー

ト、相手チームのパスやショットのカットなど、定量的に計りきれないパフォーマン

スが数多くある。したがってサッカー選手のパフォーマンスレベルの計測は難しい。

適切に評価するためには選手特性を知ること、また、種目に関する知識が必要不可欠

である。	

	 Lucifero	&	Simmons(2003)は、イタリアのプロサッカーリーグセリエ A と B の選手

と年棒の関係性について明らかにした。選手のパフォーマンスや経験、評判を独立変

数、選手個人の年棒を従属変数にして分析を行った結果、選手のパフォーマンスと年

棒は正の関係にあった。ただ、ポジションによってその分布が異なる。セリエ A のミ

ッドフィールドプレイヤーは、フォワードやディフェンダーよりも役割が多い。その

ため、ゴールを決められるミッドフィルダーの選手とそうでないミッドフィルダーの

選手との給料差は、フォワードでゴール数が多い選手と少ない選手の給料差と比較す

ると、より大きいことがわかった。そして、フォワードは得点に直接絡むポジション

のため、他のポジションと比較して注目を浴びやすく、一般の認知度が高くなり人気
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になりやすいことも示唆した。他にも Lehmann	and	Schulze(2008)Franck	&	

Nuesch(2012)Kuethe	&	Motamed(2010)などが研究しており、これらの研究では、選手

のパフォーマンスと給料は正の関係にあることを述べている。	

	 次に、クラブの収入とスター選手の関係についての研究を紹介していく。Hausman	

and	Leonard(1997)は、アメリカのプロサッカーリーグである NBA のスター選手の人数

とクラブの収益の関係について研究した。スター選手をファン投票で選ばれるオール

スターゲームに過去選出されたことがある選手と定義し、テレビの視聴率と観客動員

数との影響を分析した。結果、マイケルジョーダンによる NBA の推定収益は 5,300 万

ドルで、リーグへの収益に大きなプラスの影響を与えることがわかった。	

	 Todd(2017)はアメリカのプロサッカーリーグである、MLS のスター選手が観戦者数

に与える影響を調べた。スター選手は、デイビッドベッカムをはじめとするマーキー

選手の 7 人を対象とした。マーキー選手とは、MLS のサラリーキャップ制度で、成績を

あげることに注力するために高年棒選手を抱え込み、破綻するクラブが出ないように

経営の健全化を図るための制度である。各クラブの年俸総額 2,000,000 ドル、1 選手

400,000 ドルを上限としてきたが、2006 年 11 月に特別制度が作られ、各クラブ最大 2

名まで 400,000 ドルの上限を超えて選手を獲得できる。この制度に選ばれた選手がマ

ーキー選手と呼ばれている。分析の結果、スター選手の中でもベッカムが観客数に与

える影響が一番大きかったが、スター選手の加入 2 年目以降スター効果は減少した。1

年目はスター選手の試合を見ることが珍しく話題性も高いが、2 年目以降はスター選手

の存在に慣れを感じてしまうと考察される。また、スター選手の効果はホームの試合

だけではなく、アウェイの試合でも観客動員数の増加に繋がり、スター効果の外部性

も存在すると示唆した。他にも Berri	and	Schmidt(2006)、Berri,	Schmidt	and	

Brook(2004)、Brandes,	Franck,	&	Nuesch(2008)、Lawson,	Sheehan	and	

Stephenson(2008)、LeFeuvre,	Stephenson	and	Walcott(2013)、Mullin	&	Dunn(2002)

などがスター選手と収益についての関係を調べた研究を種目や国によって数々行って

おり、概してスター選手の存在が観客動員数や放映権などにプラスの影響を与えてい

ることが明らかになった。一方で給料や選手のパフォーマンスを決める変数、人気度

を図る変数は種目や国によっても異なり、変数が不十分な研究も多く、議論の余地は

大きい。また、日本のプロスポーツをサンプルとしたスター選手に関する研究は

Yamamura(2011)のものだけである。この研究も 2005 年から 2007 年のセリーグが先発
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投手を予告しなかった頃の研究であるため、セリーグが先発投手を予告する様になっ

た現在と結果が異なることが予想される。	

	

第 4 節	 ロケーションに関する研究	

	 この節では、最初の項で一般的な経済学におけるロケーションの研究を説明し、第

2 項と第 3 項では、スポーツビジネスにおけるロケーションに関する研究について紹介

していく。プロスポーツクラブの研究では、経済学におけるロケーション研究を導入

し、クラブ本拠地の場所に着目した研究がおこなわれてきた。クラブの本拠地の場所

が潜在的なファンの人数や売り上げにつながると考えられているため、クラブやリー

グを運営する者にとって大事な要因となる。	

	

第１項	 ロケーションに関する研究の潮流	

	 店舗の立地に関する研究は、小売業で主に行われてきた。経済学で初期に行われた

主要なロケーションの研究は、Hotelling（1929）による通称ホテリングモデルと呼ば

れるモデルで、最小の差別化原理	(principle	of	minimum	differentiation)について

検証している。ホテリングモデルとは、商品が差別化されておらず同じ商品が売られ

ている場合、顧客は商品を購入するための店までの移動費用を懸念点とするため、顧

客は距離が近い店に足を運ぶ、と提唱したモデルである。顧客との距離に注目して、

店舗は顧客から近いところにおくべきだと提唱した研究である。その後の研究で、

d'Aspremont	et	al.	(1979)が最大の差別化原理	(principle	of	maximal	

differentiation)を提唱している。Hotelling（1929）の研究結果からは、店舗の距離

が近いと価格競争が行われるだけであるため、店舗の立地を十分に離して商品の差別

化を行い、競争を行わないことが良い選択であることを示唆している。	

	 ここまでは店舗間の距離を離すことが良いと主張する研究を紹介したが、Hotelling

（1929）らと逆の主張で、店舗が集積しても良いと述べる研究も出てきた。Brown	(1989)	

は d'Aspremont	et	al.	(1979)の研究に対し、秋葉原の電気街やブロードウェイの劇場

などを例にとり、店舗が密集していても売り上げを上げられることを述べた。de	Palma	

et	al.	(1985)は、Hotelling	(1929)	のモデルをベースに、企業の異質性をモデルに

組み込んだ。顧客が店舗や商品に対する好みがある場合、たとえ店舗の距離が全て同

じで高価格帯の店であったとしても、その店舗を気にいる顧客はその店舗で商品を買
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うと述べた。無理に価格を下げなくても買ってくれる顧客から利益をあげ、その様な

顧客に対応するために中央に立地する場所に店舗をおくことが望ましいと示唆してい

る。Bester	(1998)、 Klein	and	Leffler	(1981)も企業の異質性をモデルに導入して

研究を行った。	

	 以上の研究から、店舗の立地は顧客の商品や店舗の好み・認知と深く関係しており、

影響を及ぼしあっていることがわかった。顧客が商品を認知しており、愛着が強いほ

ど店舗との距離を克服できる。一方で、商品の差別化ができていなかったり、顧客に

商品の認知がされていない場合店舗までの移動費用が焦点となり、近い店舗に代替さ

れてしまうのである。	

	

第 2 項	 スポーツビジネスにおけるロケーション研究	

	 スポーツビジネスの研究においては、前項で述べた小売店をクラブの本拠地と捉え、

クラブの本拠地をどこにおくと観客数が最大化されるかを検証する研究が行われてき

た。その中で、人口と観客者数の関係に着目した研究と、代替される他クラブと観客

者数の関係に着目した研究の 2 つに分かれた。	

	 まず、El-Hodiri	and	Quirk(1971)はクラブ本拠地の人口と観客者数・クラブの成

績の関係について検証を行った。El-Hodiri	and	Quirk(1971)は、より大きなマーケッ

トに本拠地があるクラブがより高い勝率を達成すると示唆した。人口が多い都市にク

ラブの本拠地をおくことで、人口が少ない地域と比較してファンになる潜在的人数が

多く、スタジアムでの観客数や試合の視聴率が上がる見込みが高い。そして入場料や

放映権料が多いと収入が増えるため、選手の人件費に回す金が増える。その後の Levin	

et	al.	(2000)らの実証研究によっても、スポーツリーグは大きい都市にクラブを所有

する方が、収益が上がり試合成績も高くなると明らかにされている。Babatunde,	B.	

Forrest,	D.	and	Simmons,	R.(2007)も、ヨーロッパサッカー92 チームを対象に、スポ

ーツ経済学は市場がチームの収益力を決定し、チームの収益力が選手の人件費に繋が

り試合の結果につながるという論を検証した。3SLS(３段階最小二乗法)で分析し、分

析 1 から分析 3 の三段階で検証を行なった。分析 1	では独立変数が本拠地から 10 マイ

ル以内の人口、65 歳以上の人口数、同じリーグの他クラブの存在、従属変数はシーズ

ンの各クラブの収入にした。分析 2 では、独立変数をシーズンの各クラブの収入、従

属変数をシーズンの各クラブの年棒額にした。分析 3 では独立変数をシーズンの各ク
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ラブの年棒額、従属変数をシーズンの順位にした。分析結果として、クラブの本拠地

から 10 マイル以内の人口が多いほど、そして高齢者の数が少ないほどクラブの収入は

増加し、また他クラブが 10 マイル圏内にないこともクラブの収入増に影響があると述

べた。そしてクラブの収入が多いほど、成績が良くなることを明らかにした。考察と

して Babatunde,	B.	Forrest,	D.	and	Simmons,	R.(2007)は、次のことを述べた。人口

が多いほどクラブの成功につながる。実際にイギリスのプレミアリーグのチームは人

口密集地に固まっており、トップディビジョンは 20 クラブあるが、そのうちロンドン

に 7 チーム、大マンチェスタ郡に 4 チームが集中している。一方でアメリカでは特定

の地域に固まっていない。アメリカは土地が広い分、クラブが分散されると考えられ

るが、市場が独占的に構成されているのか、クラブ参入のルールなどによっても異な

ってくる。したがって、アメリカのプロスポーツチームと比較して、ヨーロッパのプ

ロスポーツリーグは、チーム移転を行うことは少ない。	

	 ここまでは人口と本拠地の場所の関係に着目した研究を紹介したが、次に本拠地が

近く代替効果があると考えられる他クラブとの関係に関する研究を紹介していく。

McConnell（1985）は、Hotelling（1929）の分析結果を元に、MLB を対象にプロスポー

ツで検証した。試合観戦にかかるコストの1つがスタジアムまでの交通費であるため、

基本的に同じ商品を提供する 2 つのチームがあった場合、観客は自身の家から最も近

いスタジアムで行われる試合に参加することを明らかにした。そして代替となるチー

ムへの参加意欲は、その代替チームとの距離の関数になり、距離が近いほど代替チー

ムへ参加すると述べた。Winfree(2004)は、同じリーグの近隣クラブが観客者数に影響

を与えるのか、また、同じリーグの近隣クラブが新設された場合、試合単位で観客者

数にどのような影響を及ぼすかというリサーチクエスチョンで研究を進めた。分析対

象は MLB で、1963 年〜1998 年のデータを使い、試合単位で非線型ロジスティック回帰

分析を行なった。メインの独立変数は 2 つある。一つ目が、一番近い距離にある二つ

のチームの距離の逆数をとった「距離」という変数である。2 つ目の独立変数が新しい

チームが既存のスタジアムから移動する初年度のダミー変数で「新チーム」の 2 つで

ある。従属変数は 1 試合あたりの観客数にした。分析結果として、近隣クラブとの距

離が 1 マイル近づくと観戦者数は 1,544 人減少し、チケット価格にすると 9,235 ドル

の損失になることを明らかにした。また、新設されたクラブとの距離が近いほど、も

ともとその土地を本拠地にしていた既存クラブの観戦者数は減ることもわかった。考
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察には、観客数が減少した原因にクラブ同士の距離が近いとファンを奪い合ってしま

うためだと述べている。Babatunde,	B.	Forrest,	D.	and	Simmons,	R.(2007)はイング

ランドサッカーを対象に、プレミアリーグからマイナーリーグのクラブまでを対象に

本拠地から近いクラブの代替効果について調べたところ、10 マイル以内にあるクラブ

同士は観客を奪い合うことを明らかにした。	

	 ここまで、クラブの距離が近いことでファンが分散し、観客者数が減少してしまう

と述べる研究を紹介したが、距離が近いことで良い影響があると述べる研究を次に紹

介する。	

	 Jardrian	J.	Wooten（2017）は MLS を対象に、近隣に新設されたクラブができたこ

とで、もともとその土地を本拠地にしていたクラブと新設クラブの観客者数にどの様

な影響があるのかを調べた。1996 年から 2014 年のシーズン単位で OLS 回帰分析を行っ

た。最も近い距離の MLS のクラブ本拠地スタジアムまでの平方根距離を独立変数、観

客数を従属変数にした。分析した結果、二つのクラブ間の距離が近いほど、1 シーズン

で約 3,000 人の観戦者数は増えることがわかった。また、過去 3 年間で MLS では近隣

のクラブとの距離が 322 マイルから 254 マイルに減少した。Jardrian	J.	Wooten（2018）

は考察で、同じ地域のクラブがあるとライバル効果が高まり、試合観戦に行く様にな

るのではないかと述べている。もともと MLS はアメリカの広大な土地に 10 クラブしか

なく、自分のお気に入りのクラブの試合を遠征までして試合を見に行くのが大変だっ

た。しかしクラブ数が増え、近隣の土地での試合が増えると足を運びやすくなったた

め、観客数も増えた。この研究からわかることは、MLS というリーグ自体の拡大に伴い

ファンが観戦しやくすなり、観客数の増加が見込まれたと考えられる。	

	 以上から、本拠地の近くに他のクラブがあることで代替効果が働き観客を奪い合い、

観客数が減少するという説と、ライバル効果やスタジアムまでの交通費コストが安く

なるため観客者数が増加するという説で分かれている。表 2 は、チームの本拠地の場

所に関する先行研究の研究対象と研究結果をまとめた表である。Rodney	F.	and	Joel	

M(2001)は野球の AAB と MLB、Babatunde,	B.	Forrest,	D.	and	Simmons,	R.	(2007)は、

イングランドサッカーのプロリーグとマイナーリーグを対象に、それぞれ異なるリー

グだが同じ種目のリーグで本拠地が近いクラブの間で観客者数にどのような影響を与

え合っているかを研究した。他の McConnell（1985）、Winfree,	J.	A.,	McCluskey,	J.	

J.,	Mittelhammer,	R.	C.,	&	Fort,	R.	(2004)、Jardrian	J.	Wooten(2017)は同じリ
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ーグ内のクラブで研究が行われた。この表からわかる様に、クラブ本距離の場所に関

する研究は、戦力均衡度などの研究と比較すると新しい研究テーマで、研究として積

み上がっていない。また、本拠地が近い種目が異なるプロスポーツがどの様に影響を

与え合うのかを明らかにした研究は過去に修士論文での研究が行われたのみである。

その研究も、プロ野球チームが J リーグクラブに与える影響のみでリーグ数が不足し

ている。さらに試合日の重複という変数のみで変数が不足しており、どのような要因

で他のクラブに観客者数が奪われているのかは明らかになっていない。	

	

表 2：ロケーション要因に関する先行研究	
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(筆者作成)	

	

第 3 項	 ファンのクラブに対するロイヤルティに関する研究	

	 第 1 項でも述べた様に、店舗の立地は顧客の商品や店舗の好み・認知と深く関係し

ており、プロスポーツ研究においても、本拠地の場所とファンのチームに対する好み、

すなわちロイヤルティ（忠誠心）の関係性は注目されている。Depkin（2011）は NFL

を対象に、チームに対するロイヤルティとクラブ移転の関係を調べた。分析の結果、

本拠地を移動したチームのファンは、チームに対して低いロイヤルティしか持ってお

らず、チームのオーナーはチームの利益を見込めないため移転したと考えられると推

察している。Depkin（2011）の様に、コアファンと非コアファンの行動や貢献度の違

いに関する研究が行われてきた。Wakefield	and	Sloan(1995)は、米国の大学サッカー
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で、ファンのクラブに対するロイヤルティが高いほど試合に足を運ぶことを明らかに

した。クリケットを対象にした研究では、コアファンは Morley	and	Thomas(2007)、	Peel	

and	Thomas(1996)、Kuypers(1996)も Wakefield	and	Sloan(1995)と同様、コアファン

と非コアファンのチームへのロイヤルティについて研究している。クラブやリーグの

売り上げに関係してくる大事な変数である。しかし、ファンの試合参加回数は 2 次デ

ータで得ることができないデータで、経済学では研究しにくく、マーケティング分野

のスポーツ消費者行動論の研究で、アンケート調査の結果からロイヤルティ研究が進

んでいる。	

	 また、ファンのクラブへのロイヤルティの度合いを変えられると述べる研究と、変

えにくいと述べる研究がある。サッカーファンロイヤルティ研究において、サッカー

のサポートは親の影響が大きく、親がファンである場合試合に足を運びやすくなるこ

とが明らかになった（Parker	and	Stuart,	1997）。Dobson	and	Goddard（1995,1996）

は、クラブへのロイヤルティは、クラブの歴史や伝統と結びついた、社会経済的およ

び文化的要因で変えることはできないと述べている。一方で Robinson(2011)は、セリ

エ A とプレミアを対象に分析を行った結果、コアファンは他のチームのファンにはな

らないが、非コアファンはチームの成績やスター選手の有無によって他リーグクラブ

のファンになると示唆した。	

	 以上の研究から、コアファンと非コアファンと呼ばれるチームに対するロイヤルテ

ィの違うファンがおり、この両者は試合に足を運ぶ回数などチームに対する貢献度合

いや行動が異なることがわかった。また、本拠地の場所によって潜在的なファンの人

数が変わるため、アメリカではクラブの本拠地を移転することが多い。ファンのロイ

ヤルティの度合いは、習慣や文化的背景などから変えるのは難しいと述べる研究もあ

る。一方で、ファンのクラブに対するロイヤルティの高さは試合の成績やスター選手

などの影響で変わり、応援するチームを変える可能性もあることが先行研究で述べら

れている。	

	

第 5 節	先行研究の限界点	

	 この章では、プロスポーツの観客者数に影響を与える 3 点の要因、戦力均衡、スタ

ー選手、本拠地の場所について先行研究のレビューを行った。戦力均衡については手

法も含めて数々の研究が行われている。一方でスター選手の要因と、他クラブからの
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影響を考えた本拠地に適した場所に関する研究は乏しいことがわかった。他クラブか

らの影響という点では、同じリーグ内の他のクラブだけではなく、種目が異なる他の

プロスポーツリーグからの影響も考える必要がある。同じプロスポーツという枠組み

であるため、代替される娯楽として、他のプロスポーツに観客者を奪われる可能性も

ある。したがって、本拠地が近い他のプロスポーツクラブによる観客動員数への影響

について、次節から分析を行う。
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第 3 章	 リサーチデザイン	

	

第 1 節	 リサーチデザイン	

	 前節で述べているように、これまで本拠地のロケーションにおいてプロスポーツの

観客動員数に与える影響についての研究は定量、定性の研究共に少ない。鈴木・平田

(2013)が Jリーグの観客動員数に影響をもたらす要因について実証研究を行っており、

その際に本拠地が同じプロ野球チームと J リーグクラブの試合日程が重複すると、J

リーグの試合の観客動員数をマイナスにしていると示唆した。しかしその研究では、

試合日程の重複のみを変数として用いており、なぜ他の種目のプロスポーツリーグが

観客数に影響を与えるのか、理由が明らかになっておらず分析する際の変数が不足し

ていると考えられる。そこで本研究は、娯楽の代替品となる他の種目プロスポーツが

観客動員数に与える影響を明らかにする。したがって、この章では次の節で導出する

仮説を検証するためのリサーチデザインについて、説明する。	

	

第 2 節	 仮説	

	仮説 1：他リーグのチームの試合の戦力均衡度が高いほど、自リーグの観客数が減少

する。	

Rottenberg(1956)の先行研究から、戦力均衡度が高いほど不確実性の高い面白い試合

になる。他リーグの試合で戦力均衡度が高いほど、自リーグの観客動員数が減少する

と考えられる。	

	

仮説 2：他リーグのチームのスター選手が多いほど、自リーグの観客数が減少する	

先行研究から、スター選手が観客動員数に与えるプラスの影響は大きい。他リーグで

スター選手が多く注目度が高いほど、自リーグの観客動員数が減少すると考えられる。	
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図 1：仮説	

	

（筆者作成）	

	

図 2：仮説	

	

（筆者作成）	

	

第 3 節	 分析対象	

	 分析対象は、日本プロサッカーリーグ(通称 J リーグ)と、日本野球機構(通称プロ

野球)を選んだ。分析対象に J リーグとプロ野球を選んだ理由は以下の点からである。

プロ野球は 1936 年からの長い歴史があり、2018 年現在 1 試合あたり平均観客者数約

30,000 人の日本で一番動員数が多いプロスポーツリーグである。プロ野球は戦前から

行われており、日本人にとって一番馴染み深いスポーツである。したがってプロ野球

が他の種目のスポーツに与える影響は大きい。	

	 J リーグは、1 試合あたり平均観客者数約 20,000 人のプロ野球に並ぶ日本のトップ

プロスポーツの一つである。また、J リーグは公式ウェブサイトに掲載されている観客

動員数や売り上げなどのデータも豊富であるため、分析対象に選んだ。J リーグはディ

ビジョン制で J2、J3 まであるが、今回は J1 のチームのみを分析対象にしている。1

試合平均観客者数約 18,800 人である J1 と比較すると J2、J3 は平均観客者数が 6,970

人、2,600 人と少なく、プロ野球に対する影響力が少ないと考えられるため、今回は除

外した。	
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表 3：J リーグとプロ野球の本拠地対応表	

(筆者作成)	

	

第 4 節	 分析方法	

	 本研究では、IBM	SPSS	Statistics25 を使用し、線形回帰分析で仮説の検証を行っ

た。また、分析単位は 1 試合である。J リーグがプロ野球の観客動員数に与える影響、

プロ野球が J リーグに与える影響をそれぞれ分析した。	

	 また、仮説の妥当性を確かめる為、補完的調査としてインタビュー調査を行った。

また、このフィールドワークのインタビューを元に考察も行った為、この調査の結果

は考察に記載した。本拠地が同じ J リーグチームとプロ野球チーム両チームの試合に 1

回以上行ったことがある人をファンと定義し、以下の 5 人のファンにインタビューし

た。インタビューの時間は合計約 3 時間で、半構造化インタビューを行った。	

日本ハムファイターズ、北海道コンサドーレ札幌ファン	 27 歳	

阪神タイガース、ヴィッセル神戸ファン	 32 歳	



 

30 

広島東洋カープ、サンフレッチェ広島ファン	 72 歳	

広島東洋カープ、サンフレッチェ広島ファン	 45 歳	

広島東洋カープ、サンフレッチェ広島ファン	 42 歳	

	

第 5 節	 データ	

	 2017 年度の試合データを使用する。2017 年度のデータが最新のデータであり、現

状を分析するためには、古いデータではなく新しいデータを使用することがふさわし

いからである。また、インタビューを行う際にも新しい年度のことの方が思い出しや

すいからである。	

	 Jリーグのデータでは、Jリーグ公式サイト(https://www.jleague.jp)を利用した。

J リーグの公式サイトには、試合日程、試合ごとの勝ち点や観客動員数、各チームに所

属する選手のデータが掲載されており、公式のデータが豊富にある。	

	 一方プロ野球のデータを収集する際、プロ野球公式サイト(http://npb.jp)と

Baseball	Lab(http://www.baseball-lab.jp)の２つのサイトを利用した。公式サイト

には、試合日程や観客動員数が掲載されている。しかし J リーグの公式サイトとは異

なりプロ野球の公式サイトではデータが不足していたため、外部のデータサイトであ

る Baseball	Lab を利用した。Baseball	Lab には各試合の勝ち点や選手の個人成績など

が掲載されており、データ量が多い。このサイトはデータスタジアム株式会社が運営

するサイトで、運営元の会社はプロ野球各球団と 2004 年度から協議データの配信や提

供などでパートナーシップを組んでいるため、データの信頼性が高いと考えた。	

	 そして本研究では、本拠地以外の場所で行われた試合のデータは対象外とした。理

由としては 2 点ある。1 点目として、本研究は本拠地が同じ他プロスポーツクラブの試

合開催の影響を明らかにすることである。そのため本拠地以外での試合の場合影響を

正しくはかることが出来なくなるからである。2 点目に、今回従属変数にスタジアム野

球場の観客動員数を置いている。スタジアムの大きさによって収容できる観客数が変

わってくるため、試合会場のキャパシティの差による観客動員数のばらつきを抑える

必要がある。	
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第 6 節	 変数の選定	

	 この節では、独立変数、従属変数、コントロール変数の順に、本研究で用いた変数

の説明を行う。	

独立変数	

	 本拠地が同じ他プロスポーツの戦力均衡度：試合ごとの戦力均衡度を測定した先行

研究として、Borland	and	Lye	(1992)は、ホームチームとアウェイチームとの順位の

差の絶対値を指標にした。Wilson	and	Sim	(1995)は勝ち点の差の絶対値を指標として

採用している。そのため、本研究でも対戦する 2 チーム間の差を戦力均衡度の指標と

した。今シーズンにおける当日の試合までのホームチームの順いからアウェイチーム

の順位を引いたものを戦力均衡度と定義する。	

	 本拠地が同じ他プロスポーツとの試合日程の重複：データサイトをもとに、試合日

が重複する場合を 1、重複しない場合を 0 とおき、ダミー変数として加えた。	

	 本拠地が同じ他プロスポーツのスター選手の人数：前述した様に先行研究では、国

や種目などによっても背景が異なるためスター選手の定義は様々で、研究によって異

なる。本研究では、プロ野球ではスター選手を 2017 年度以前に 1 回以上メジャーでプ

レーをしたことがある選手、J リーグでは、2017 年度以前に国際試合で日本代表とし

てプレーしたことがある選手をスター選手と定義した。	

	

従属変数	

	 観客動員数：今回は、試合をスタジアムや競技場で実際に観戦する観客者数を増や

すための研究を行なっているため、1 試合あたりの観客数を従属変数とおく。	

	

コントロール変数	

	 Borland	and	Macdonald	(2003)はプロスポーツの試合観戦需要に影響を与える要因

として、１ゲーム特性(戦力均衡度やチームの順位、優勝がかかった試合などの 1 試合

自体の重要度)、2 ファンの嗜好(スター選手や競技自体への興味)、3 経済(試合観戦に

かかる交通費や旅費、人口や所得などの市場規模、代替商品、本拠地がある地域の非

労働者人口の割合)、4 観戦環境の質(座席やスタジアム自体の質、スタジアムの大きさ、

試合の日時)、5 観客動員数の 5 点をあげていた。本研究でのコントロール変数の選定

において、この 5 つの要因を参考に、J リーグとプロ野球に適応する変数を組み入れた。	
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	 自チームのプロスポーツの戦力均衡度：戦力均衡度が試合の観客動員数に影響を与

えることは、先行研究で研究されてきた。今回の研究では本拠地が同じ他のプロスポ

ーツからの影響を測るため、自チームの戦力均衡度をコントロールする。戦力均衡度

の定義として、独立変数と同じ様に、今シーズンにおける当日の試合までのホームチ

ームの勝ち点からアウェイチームの勝ち点を引いたものをとする。	

	 人口：3 点目の経済的要因の１つである人口をコントロール変数として入れた。

Robert	(2010)は、人口が多い地域に本拠地を持つ球団やクラブは人口が少ない地域と

比較して、観客数が多くなりやすいと述べている。そのため本研究では、人口をコン

トロールしている。プロ野球では、各球団の利益を守るため、県単位で球団ごとに保

護地域が与えられている。J リーグでは、川崎フロンターレの様に１つの市を本拠地と

するクラブもあるが、多くのクラブは複数の市や都道府県全体をホームタウンにおく

クラブが多い。したがって、本研究では人口を本拠地が置かれている都道府県の人口

と定義した。	

	 スタジアムの築年数：4 点目の観戦環境の質をコントロールするために、本研究で

はスタジアムの築年数を変数として採用した。Soebbing(2008)は MLB の戦力均衡度が

観客動員数に与える影響を明らかにする際、スタジアムの築年数をコントロールして

いた。改修工事が無い場合、スタジアムの築年数が長いとスタジアムは古くなり、観

戦環境が悪くなると述べていた。Ioannou	and	Bakirtzoglou(2016)の研究では、スタ

ジアムの清潔さが消費者の観客需要につながると示唆した。したがって、本研究では、

スタジアムや競技場が設立された年度をスタジアムの築年数とおいた。	

	 本拠地が同じ他プロスポーツのスター選手の人数：前述した通り、本研究では、プ

ロ野球ではスター選手を 2017 年度以前に 1回以上メジャーでプレイをしたことがある

選手、J リーグでは、2017 年度以前に国際試合で日本代表としてプレイしたことがあ

る選手をスター選手と定義した。	

	

	

	

	

	

	



 

33 

表 4：プロ野球の観客者数を従属変数にした変数表	

	

（筆者作成）	

	

表 5：J リーグの観客者数を従属変数にした変数表	

	

（筆者作成）	
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第 4 章	分析結果	

	

第 1 節	 プロ野球が J リーグの観客動員数に与える影響の分析

結果	

表 6：記述統計	
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	 まず Jリーグの観客動員数に影響を与える要因の記述統計と相関係数を表 6に表し

た。表 7 には分析結果を掲載している。	

	

表 7：分析結果	

（筆者作成）	

	

	 モデル１は、コントロール変数のみのモデルである。コントロール変数全ての要因

において 1%水準で有意差があった。標準化係数は、人口要因が 0.363、スタジアムの

築年数の要因が-0.179、J リーグの戦力均衡要因が-0.171、J リーグのホームスター選

手人数要因が 0.363 だった。このモデルの従属変数を説明する度合いである決定係数

は 0.345 である。	

	 モデル 2 は、コントロール変数にプロ野球の試合の有無を追加したモデルである。

プロ野球の試合の有無の標準化係数は-0.245 で、1%水準で有意差があった。したがっ

て、本拠地が近いプロ野球チームと試合日程が重複すると、観客者数が減少すること

がわかった。	

	 モデル 3 は、コントロール変数にプロ野球の戦力均衡度を追加したモデルである。

プロ野球の戦力均衡度は、有意差がなかったため観客動員数に関係がないことがわか

った。このモデルの決定係数は 0.353 であった。	
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	 モデル 4 は、コントロール変数にプロ野球の試合のスター選手要因を追加した。こ

こでは、スター選手の定義を、ホームの球団でメジャーリーグに行った選手の人数に

した。このモデルの決定係数は 0.355 であった。	

	 モデル 5 は、コントロール変数にプロ野球の 3 要因全てを追加した。その結果、プ

ロ野球の試合日程の重複、プロ野球のスター選手要因は 1%水準で有意差があった。そ

れぞれの標準化係数は、-0.289、-0.207 である。これは、本拠地が近いプロ野球の試

合があるとその日の J リーグの観客者数は減少し、同時に、プロ野球のスター選手の

人数が多いと J リーグの観客者数が減少することがわかった。一方でプロ野球の戦力

均衡度の要因は有意な結果が得られなかった。このモデルの決定係数は 0.382 で、J

リーグの観客者数を 38.2%説明したモデルである。	
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第 2 節	 J リーグがプロ野球の観客動員数に与える影響の分析

結果	

表 8：記述統計表	
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	次にプロ野球の観客動員数に影響を与える要因の記述統計と相関係数を上の表 8 に

表した。そして分析結果を下の表 9 に載せた。	

	

表 9：分析結果	

**	1%水準で有意、*5%水準で有意(筆者作成)	

	

	 モデル１は、コントロール変数のみのモデルである。コントロール変数全ての要因

において 1%水準で有意差があった。標準化係数は、人口要因が 0.348、スタジアムの

築年数の要因が-0.473、プロ野球の戦力均衡要因が 0.358、プロ野球のホームスター選

手人数要因が 0.363 だった。このモデルの従属変数を説明する度合いである決定係数

は 0.240 で、これらのコントロール変数でプロ野球の観客動員数に影響を与える変数

を約 24%満たしている。	

	 モデル 2 は、コントロール変数に J リーグの試合の有無を追加したモデルである。

J リーグの試合の有無の標準化係数は-0.125 で、1%水準で有意差があった。したがっ

て、本拠地が近い J リーグチームと試合日程が重複すると、観客者数が減少すること

がわかった。	

	 モデル 3 は、コントロール変数に J リーグの戦力均衡度を追加したモデルである。

J リーグの戦力均衡度は有意差がなかった。したがって、前節の分析同様、他のリーグ

の戦力均衡度は観客動員数に関係がないことがわかった。このモデルの決定係数は

0.240 であった。	
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	 モデル 4は、コントロール変数に Jリーグのスター選手要因を追加した。ここでは、

スター選手の定義を、日本代表として試合に 1 回以上出場した経験のある選手の人数

にした。この独立変数の標準化係数は-0.337 で、1%水準で有意な結果となった。した

がって、J リーグのスター選手が多いクラブの本拠地が近くにあるプロ野球のクラブは、

観客者数が減少することがわかった。このモデルの決定係数は 0.489 で、コントロー

ル変数のみのモデルと比較して約 24%説明力が増えた。	

	 モデル 5 は、コントロール変数に J リーグの 3 要因全てを追加した。その結果、J

リーグの試合日程の重複、J リーグのスター選手要因は 1%水準で有意差があった。そ

れぞれの標準化係数は、-0.141、-0.395 である。これは、本拠地が近い J リーグの試

合があるとその日のプロ野球の観客者数は減少し、同時に、J リーグのスター選手の人

数が多いとプロ野球の観客者数が減少することがわかった。一方、J リーグの戦力均衡

度の要因は有意な結果が得られなかった。このモデルの決定係数は 0.478 で、プロ野

球の観客者数を 47.8%説明したモデルである。	

	 以上の結果から、仮説 1 の「他リーグのチームの試合の戦力均衡度が高いほど、自

リーグの観客数が減少する」は棄却、仮説 2 の「他リーグのチームのスター選手が多

いほど、自リーグの観客数が減少する」は支持された。	



 

40 

	

第 5 章	 考察	

	 J リーグ、プロ野球それぞれの分析のモデル 3 で、仮説 1「他リーグのチームの試合

の戦力均衡度が高いほど、自リーグの観客数が減少する」は棄却された。	

Rottenberg（1956）が提唱した UOH に対して、近年 Fedderson,	Borcherding,	and	

Maenning	(2006)、Pawlowski	and	Anders	(2012)らが行った研究では、UOH を支持して

おらず、ファンはどちらのチームが勝つかわからない試合に魅力を感じて試合会場に

足を運ぶわけではないと述べている。この結果から考えられることは、プロ野球と J

リーグでは観客者数が増える試合は戦力均衡度が高い試合では無い。また、それぞれ

のリーグで観客需要が高まる試合は異なると考えられる。	

まず、プロ野球で観客需要が高まるのは、自分が応援するチームが勝つことが予想

される試合である。表 9 のモデル 1 のコントロール変数「プロ野球の競争均衡度変数」

を見てみると、標準化係数が 0.219 で、他のモデルの「プロ野球の競争均衡度変数」

を確認しても、モデル 5 では 0.127 である。この変数は「ホームチームの順位-アウェ

イチームの順位」から計算している為、プロ野球は、ホームチームの順位が高く、自

分のチームが勝利する可能性が高い試合にファンが集まることがわかる。プロ野球は 1

ディビジョン制で昇格降格がなく、J リーグと比較すると、負けたらディビジョンが下

がるという恐怖感がファンは少ない。また、サッカーの FIFA クラブワールドカップの

様に、桁違いに強い世界の強豪国と戦う機会も無いため、チームが負けることへの抵

抗が強いと考えられる。	

一方で J リーグは、自分のチームが負ける可能性がある試合でも見に行くことがわ

かる。分析結果の表 7 のモデル 1 のコントロール変数「J リーグの競争均衡度変数」を

見てみると、標準化係数が-0.171 で、他のモデルの「J リーグの競争均衡度変数」で

も、モデル 5 では-0.218 である。この分析結果から、自分のチームの順位がアウェイ

チームの順位より低い方が試合の観客者数が多いことがわかる。試合結果の期待値で

あるオッズ値を分析する Chris	and	David（2013）によると、サッカーのオッズ値は

2.0 で、1.28 のハンドボールや、1.42 のバスケットボールと比較してオッズ値が高い。

オッズ値が高いほど試合結果がわかりにくいという結果である。したがって、他の種

目と比べてサッカーは試合結果が読みにくく、どちらのチームが勝つのかファンも予
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想しにくいと推察される。また、プロ野球の部分でも述べた様に、サッカーではディ

ビジョン落ちや世界大会など試合で負ける経験をすることが多く、ファンは自分のチ

ームが負けることへの抵抗も弱いと考えられる。また、仮説 2 に繋がってくるが、試

合自体の面白さ以上に、スター選手の存在に注目し、スター選手の有無で試合に足を

運ぶのかを決意する人も多いと推察した。	

	 仮説 2「他リーグのチームのスター選手が多いほど、自リーグの観客数が減少する」

は、J リーグ、プロ野球両方の分析、スター選手要因を追加したモデル 4 で支持された。

J リーグを従属変数にした分析では、モデル 4 のプロ野球スター選手の標準化係数が

-0.181、決定係数はコントロール変数のみのモデルと比較して 0.01 増加している。プ

ロ野球を従属変数にした分析では、モデル 4 の J リーグスター選手の標準化係数が

-0.337、決定係数はコントロール変数のみのモデルと比較して 0.249 増加している。

したがって、本拠地が近い他のリーグのスター選手が観客者数に与える影響は大きい

ことが明らかになった。仮説を立てる際の補足調査でファンにインタビューした以下

の結果からも、スター選手の要因が大きいことがわかる。また、Adler(1985)が述べた

通り、メディア露出度の高さから得られる認知度の高さもスター選手を作る要因にな

ると考えられる。例えば広島東洋カープでは、「タナキクマル」と呼ばれる、1 番から

3 番打者をつとめていた田中広輔選手、菊池涼介選手、丸佳浩選手の 3 選手の愛称で、

メディアやファンの間でも「タナキクマル」はカープのスターとして取り上げられて

きた。また、北海道日本ハムファイターズの斎藤佑樹選手も、高校野球の際に「ハン

カチ王子」としてメディアに取り上げられた以降、戦績にかかわらず一般認知度が高

い選手である。	

「カープの方がよくテレビとかでも取り上げられてるから、最近はカープの方をよく

見るかもしれない。」(広島東洋カープ、サンフレッチェ広島ファン	 72 歳)	

「お金のない市民球団だから、私たちファンがグッズを購入してカープに貢献しなき

ゃって思うのよね。あと新井さんが帰ってきてからカープへの応援が強くなった。」(広

島東洋カープ、サンフレッチェ広島ファン	 42 歳)	

「昔はサンフレッチェの方に足運んでたし、テレビでよく見てたんだけどね・・・。

カープが強くなってきてからカープの試合をよく見る様になって、知り合いに誘われ

て球場行ったら楽しくて。新しい丸のグッズ見つけるたびに買い込んじゃう。」(広島

東洋カープ、サンフレッチェ広島ファン	 45 歳)	
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	 また、スター選手がいることで、詳しいルールや応援などを知らなくても試合に興

味を持って行きやすくなる、逆に、ルールやチームの応援に詳しくないライトファン

な友人を試合に誘いやすくなることがわかった。試合観戦のきっかけを作る際に、ス

ター選手は有効であると推測される。	

	「日ハムもコンサドーレもどちらも好き。ただ日ハムの方が、ダルビッシュや中田、

大谷、清宮とかみんなが知っているスター選手が多いから、野球あんまり知らない友

人誘って試合に行きやすいかもしれない。コンサドーレも地元だから応援はするけ

ど。」(日本ハムファイターズ、北海道コンサドーレ札幌ファン	 27 歳)	

	 逆に、何十年も試合に足を運んできたコアファンの場合、他のプロスポーツに気持

ちが移ることはなく応援し続けることも明らかになった。Terry,	A.	Robinson.	(2011)

は、非コア層(浮浪者)はチームに対するロイヤルティが低く、試合の結果や応援する

選手の移籍などにより応援するチームを頻繁に変えると述べていた。そのため、下の

阪神タイガースファンのようなコア層はスター選手の有無だけに惹かれないが、非コ

ア層(浮浪者)は他のリーグのスター選手に惹かれ、観戦する試合を変えると考えられ

る。	

	「ヴィッセルは成績いまいちだけど、イニエスタがきてグッと盛り上がってるよね。

あんまり J を知らない人でもイニエスタのことを話題にしてくれる。阪神は優勝から

遠ざかってるしどうにかしてほしいけど、生まれたときからずっと阪神を応援してき

てる。阪神無しには生きられない。」(阪神タイガース、ヴィッセル神戸ファン	 58 歳)	

	 以上の分析結果とインタビュー調査から、種目は異なっていてもプロ野球と J リー

グは本拠地が近いクラブでファンが共有され、試合日が重複した場合、ファンを奪い

合うことがわかった。また、スター選手の存在によって足を運ぶ試合を変えることが

明らかになった。あまりスタジアムや球場で試合を観戦しないファンにこの傾向はあ

ると考えられ、ルールやチームにあまり詳しく無くても興味を持ちやすいスター選手

に惹かれると考えられる。したがって、リーグやクラブの運営にあたって、ライトな

ファンにも馴染みを持てる様なスター選手を発掘することと、スター選手の特集など

のマーケティング活動でメディア露出を高め、認知度を上げることの 2 点が大事だと

考えられる。また、プロスポーツ同士で試合の日程が重複しないように、試合のスケ

ジュール調整を行うことも重要だと考えられる。
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第 6 章	貢献点、限界点と今後の展望	

	

第 1 節	 貢献点	

	 本研究の貢献点は、学術的な貢献点と実務的貢献点の 2 点ある。	

	 まず学術的貢献点については、今までプロスポーツの観客動員数に影響を与える要

因に関する研究が行われてきたが、本研究で新しい要因を明らかにしたことである。

先行研究では同じプロスポーツリーグの本拠地が近いクラブが観客動員数に与える影

響について研究が行われてきた。本研究では、他のプロスポーツリーグのクラブの本

拠地の場所が観客動員数に与える影響について研究を行い、他の種目であってもスタ

ー選手の存在が観客動員数に影響を与えることが明らかになった。今後観客動員数を

研究する上で、変数として入れるべきである。	

	 次に実務的貢献については、プロスポーツクラブやリーグの運営者に対してプロス

ポーツのビジネス化へのヒントを提供することができた。日本にはプロスポーツのリ

ーグがプロ野球、J リーグに加えて T リーグ、B リーグなど近年増加傾向にある。本研

究から、クラブのホームタウン地を決定する際や試合日程を決定する際に他のプロス

ポーツと重複しない様に検討すべきである。	

	

第 2 節	 限界点と今後の展望	

	 本研究の限界点と今後の展望として、以下の 5 点が挙げられる。	

	 まず、今回は 2017 年度の試合を分析したため、他のシーズンでは異なる結果が得

られる可能性がある。特にサッカーはワールドカップ、野球はワールド・ベースボー

ル・クラシックなどの日本代表がプレイする世界大会があった年や翌年は、注目が集

まり、活躍したスター選手の影響が大きいと予想される。2017 年度のデータは、ワー

ルド・ベースボール・クラシックという世界大会があったため野球への注目度が高く

なり、通常の年度と比較してイレギュラーな年度だった可能性がある。ただ野球でも

サッカーでも 4 年に一度の世界大会が行われるため、コントロールするのは難しいと

考えられる。また、分析単位についても改善の余地がある。プロ野球の公式データは 1

番古いものが 2016 年度のもので、シーズン単位で分析するためには少なかったため、
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本研究では 1 年分の試合単位で分析を行った。しかし J リーグが発足する前、発足し

た後で分析をした方が、クラブの有無による結果を明らかにすることができると推察

される。	

	 3 点目に B リーグや T リーグは始まって日が浅いため、データが取れなかった。今

回は J リーグとプロ野球を分析対象にしたが、B リーグや T リーグを分析対象にした場

合、研究結果が変わった可能性がある。B リーグと T リーグは冬に試合が行われるため、

J リーグとプロ野球との試合日程の重複は少ない。ただ、この 2 リーグでの試合の重複

はあるため、今後の研究では、データがたまり次第、これらのリーグの影響について

も研究する必要がある。	

	 4 点目に、スター選手の定義の妥当性である。今回の研究では、プロ野球のスター

選手を MLB でプレイした経験がある選手、J リーグのスター選手を国際試合に日本代表

として出場したことがある選手と定義した。現在のプロ野球でメジャー経験がある選

手は 12 名で少ない。そしてメジャー経験がなくてもスター選手としてプロ野球界を引

っ張り観客者数に貢献してきた選手は数多くいると考えられ、それらの選手を除外し

てしまった可能性がある。したがって、今後の課題として詳細なパフォーマンスレベ

ルや一般認知度を尺度にしたスター選手の研究を行う必要がある。	

	 5 点目に、分析対象の J リーグとプロ野球のファン層の重複度合いの妥当性である。

この研究では、J リーグとプロ野球のファン層が重複していることを前提に行われてい

る。企業が行ったアンケート結果によりファンが重複していることが明らかになって

いるが、1 民間企業のアンケート結果のみでは妥当性は十分でないと考えられる。これ

からプロスポーツリーグは増加していくと考えられる為、ファンの重複を含めてファ

ンの特性を調査した上で分析を行わなければいけない。また、試合日程の調整も含め

て、他の種目の本拠地が近いクラブとの協力が必要不可欠である。	
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